
予 算 要 求 資 料 

令和４年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費 項：農地費 目：農村総合整備事業費 

事業名 新小水力発電施設環境教育推進事業費補助金 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

  農政部 農地整備課水利・小水力係 電話番号：058-272-1111（内 3183） 

                    E-mail： 11431@pref.gifu.lg.jp 

１ 事業費  1,000 千円（前年度予算額： 0 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

要求額 1,000 0 0 0 0 0 1,000 0 0 

決定額 1,000 0 0 0 0 0 1,000 0 0 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

第６次岐阜県環境基本計画（Ｒ３～Ｒ７）において、「２０５０年までに県

内の温室効果ガス排出量を実質ゼロとする『脱炭素社会ぎふ』の実現」が、位

置づけられた。 

農政部では岐阜県に存在する日本一の包蔵水力を生かし「農業水利施設を利

用した小水力発電」の導入を図り、令和２年度までに１９施設を整備済みであ

る。 

今後は、これらの整備済施設を活用して環境教育を実施する団体を支援する

ことにより、「脱炭素社会ぎふ」を支える人づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

（２）事業内容 

応募団体が農業水利施設や身近な水路等に設置された小水力発電施設を活用

して実施する環境教育に要する経費の補助。 

（３）県負担・補助率の考え方 

１０分の１０以内。 

「脱炭素社会ぎふ」 

６次岐阜県環境基本計画、岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画において、２０５０年に目指すべき姿。「２

０５０年までに県内の温室効果ガス排出量を実質０とする『脱炭素社会ぎふ』の実現に向けて各種施策・取組

を進めていく」としている。なお、「脱炭素社会ぎふ」は、温室効果ガス排出量が実質ゼロとなっているだけで

なく、同計画の基本理念である自然と人が共生する持続可能な「清流の国ぎふ」が実現している社会。 



補助金額は１事業あたり 50 万円を上限とする。 

（４）類似事業の有無 

有 

 ・次代の環境活動を担う人材育成支援事業（環境企画課） 

 ・清流の国ぎふ地域活動促進事業（恵みの森推進課） 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

補助金 1,000 環境学習に要する経費の補助 

合計 1,000  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

・第３期 清流の国ぎふ森林・環境基金事業 

  Ⅱ 環境部門 

   １０ 脱炭素社会ぎふづくり事業 

①   脱炭素社会ぎふを支える人づくり の中に位置づけ 

・第６次岐阜県環境基本計画 

  １ 「脱炭素社会ぎふ」の実現と気候変動への適応 

（３）後年度の財政負担 

事業期間５年（令和８年度）で、補助金の継続等について検討 

（４）事業主体及びその妥当性 

事業主体 

・地縁団体 

・土地改良区、農業協同組合、農業法人、土地改良事業団体連合会 

・ＮＰＯ法人 

・社会貢献活動を行う営利を目的としない任意団体。 

・地域住民が中心となって、環境保全活動等を行う団体。 

 

 

 

 

 



 

 

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 
 

■  新 規 要 求 事 業 

□  継 続 要 求 事 業 

（事業内容）  

補助事業名 小水力発電施設環境教育推進事業費補助金 

補助事業者（団体） ＮＰＯ法人、地域団体等 

（理由）地域に合った環境教育を円滑に実施するため。 

補助事業の概要 （目的）「脱炭素社会ぎふ」を支える人づくりの推進。 

（内容）地域団体等が既存の小水力発電施設を活用し

て実施する環境教育に要する経費を補助する。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他 

（内容）補助率：10/10 上限：１事業あたり 50 万円 

（理由）県の目標達成のため、地域団体等が自ら計画

から実行までを行う取組への補助であり 10/10

とした。 

補助効果 「脱炭素社会ぎふ」を支える人材の増加 

終期の設定 終期 令和８年度 

（理由）清流の国ぎふ森林・環境基金事業第３期計画

の終期を設定した。 

（事業目標） 

事業に参加し、環境負荷の低い再生可能エネルギーについて理解を深めた

人が行動変容を実践し、周囲にもその行動が波及することにより、「脱炭素

社会ぎふ」を支える人を増加させる。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

（R3） 
R4 年度目標  終期目標 

 

達成率 

小水力発電施設

を活用した環境

教育参加者数 

－ 200 人／年 1,000 人／5 年 － 

 

 

 R3 年度まで 
R4 年度 

(要求) 

補助金交付実績 0 万円 100 万円 



（これまでの取組内容と成果） 

  

 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 
(評価) 

 

 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり（単年度目標 100％達成かつ他に特筆できる要素あり） 

２：期待どおりの成果あり（単年度目標 100％達成） 
 １：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標 50～100％） 
 ０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標 50％未満） 

（評価） 

 

 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 
(評価) 

 

 

（今後の課題） 

 事業内容の啓発による、円滑な事業推進を図る必要がある。 

（次年度の方向性） 

 整備済の農業水利施設を利用した小水力発電施設（１９施設）等を活用し、

再生可能エネルギーの普及啓発に取り組む。 

 
 

 


